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序
近代国際法は、19世紀に自然法から実定法への移行の時代に入る。つま
り、19世紀には実証主義の
(１)
時代が始まるのである。なかでも、諸国の国家
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(１) 田畑は、実証主義は国家の合意をすべてのもののもとにしようとするものであ
って、その背景には、19世紀における顕著な出来事として、①国際法の妥当範囲の
拡大、②条約の増加、③仲裁裁判の発達、④国際機構の登場があるとする。田畑茂
実行が多く見られた分野のひとつが海洋法である。本稿では、古来長い歴
史を持つ海洋法が19世紀を迎え、どのような発展を遂げたのかについて、
特に領海の問題を取り上げたい。
19世紀の海洋法は、それ以前が、海洋の領有論争を行なったグロティウ
スとセルデンなどに代表される学説中心のものであったのに比べて、実定
法が大きな位置を占め始めた。その先鞭を付けたのが、領海の問題、特に
その幅員の問題である。たとえば、初め領海の幅員として着弾距離が学説
によって主張されたのにたいし、その後の展開では、３カイリなどの国家
実行が中心となったのである。
本稿の目的は、近世における国際海洋法の形成が、学説から実定法を含
む国家実行に移る過程を考察し、そのような変化を招来した切掛けや原因
は何であったのかを明らかにし、かつそうした過程を19世紀の慣習法をベ
ースに検討しようとするものである。19世紀のどの時期に、いかなる領海
の幅員が慣習法として一般化したのかあるいはしなかったのか。そして、
この領海幅員の慣習法化の問題を考察することによって、当時の国際慣習
法の状況と問題点も自ずと明らかになると思われる。
第１章 海洋法の歴史
第１節 中世までの海洋法の歴史
国際海洋法の発展過程を、ヨーロッパを中心に古代から中世にかけて見
二郎『国際法Ⅰ』有斐閣、1973年、27頁、35-43頁。柳原も、実証主義が支配的に
なるのは、19世紀後半であるとし、当時の実証主義国際法理論は、条約と慣習法し
か法源として認めなかったと言う。柳原正治『ヴォルフの国際法理論』有斐閣、
1998年、５頁、290頁。また、杉原高嶺・水上千之・臼杵知史・吉井淳・加藤信
行・高田映『現代国際法講義』（第４版）、有斐閣、2007年、５-６頁参照。本稿で
は、実証主義の語は、「現に存する法、制度のみを認識の対象」とする方法論を指
すものとする。柳原、同上書、９頁注23参照。
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てみ
(２)
よう。
古代の海洋法を見ると、海についてさまざまな慣行が知られてい
(３)
るが、
ローマ時代になると、海洋領有についてはおよそ否定的であったと言わ
(４)
れる。西ローマ帝国崩壊後の中世においては、海賊が横行する状態となっ
たが、12世紀の註釈学派は、「海は使用については、すべての人に共同で
あり、その所有については無主物である。」と
(５)
した。そして中世も後期に
なると、北イタリアの諸都市国家、スペイン、ポルトガル、イギリス、フ
ランス、北欧諸国などが海の領有を主張するように
(６)
なる。
このような古代から中世にいたる海洋法の歴史について、横田はつぎの
ようにまと
(７)
める。
(２) ヨーロッパを中心に見ることに異論があるかもしれないが、系統的にかつ歴史
の流れとして見る場合、ヨーロッパ中心にならざるをえない。古代から中世にかけ
ての海洋法の歴史については、以下を参照。いずれもヨーロッパ中心である。立作
太郎「沿岸領海の範囲及び其上に行はるる国権の性質」国際法外交雑誌第24巻10
号、1924年12月、1073-1076頁；岡康哉「海洋領有思想史論（１）」法学論叢第18巻
２号、1926年８月、277-294頁；横田喜三郎『海洋の自由』岩波書店、1944年、７-
21頁；小笠原督「海洋の自由―その歴史的、理論的考察」慶応大学法学研究第27巻
７号、1954年７月、474-479頁；山本草二「中世海洋国際法概念とその変容―トル
デシラス条約（1494年）の成立をめぐって」熊本大学法文論叢第９号（法科篇）
1957年11月、42-54頁；高林秀雄『領海制度の研究』［第２版］有信堂、1979年、９
-29頁；明石欣司「海洋法前史―海洋領有をめぐる実行と法理論の素描」（杉原高
嶺・栗林忠男編『海洋法の歴史的展開』日本海洋法研究会叢書・現代海洋法の潮流
―第１巻、有信堂、2004年、所収）４-12頁；吉井淳「領海制度をめぐる国際的相
克」（杉原・栗林編『同上書』所収）126-127頁。
(３) 古代東方諸国とギリシャについて、たとえば、小笠原、同上論文464-468頁参
照。
(４) 古代ローマについて、たとえば、明石、前掲論文（注２）９-11頁参照。
(５) 中世について、たとえば、高林、前掲書（注２）13頁参照。中世以降について
は、たとえば、山本、前掲論文（注２）54頁以下；山本草二「セルデン海洋論の実
証的根拠」熊本大学法文論叢第７号（法科篇）1955年10月、32-34頁；小笠原、前
掲論文（注２） 471-479頁参照。
(６) 横田喜三郎『国際法Ⅱ』有斐閣、1958年、107-108頁；横田、前掲書（注２）
13-15頁。なお、横田、前掲『国際法Ⅱ』109頁によれば、ほとんど一貫して海の領
有に反対したのは、1581年に独立したオランダであった。
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?古代には、１つの国または民族が海を領有するという考えはなかった。
海はすべての国または民族の共同の使用に供されたものと考えられてい
た。……ローマのときにも、この状態は、だいたいにかわらなかった。
……後になって、ローマ皇帝の権力が地中海の全地域に及ぶようになる
と、海に対して一種の支配権的または所有権的な観念が起こった。しか
し、これはローマがその当時に知られていた地域をすべて征服して、１つ
の国家となり、地中海がその内海のようになったからである。……中世に
なると、海に対する領有の主張が生じた。とくにその後期には、有力な海
上国は、みな近海に対して領有を主張したのであって、それが一般的な慣
行であった。このころになって、海の交通がようやく多くなり、大きな利
益をもたらしたから、それを独占しようとしたためである。この領有に対
する反対もあったが、どちらかといえば、それは例外であった。」
第２節 近世における領海の歴史
１ 海洋論争から外海・沿岸海の区別へ
中世後半における諸国による海洋領有の主張は、結局はスペインとポル
トガルによる世界の海洋二分にまで至ることになる。両国は、たんに地中
海ばかりでなく、大西洋、さらにインド洋や太平洋にも領有を主張する。
これは15世紀末（1493年）の有名な法王アレキサンダー６世の教書に基づ
くもので、続く16世紀はほぼ両国の覇権の時代であ
(８)
った。
17世紀になって、海洋領有を主張する国とそれに反対する国の対立が決
定的と
(９)
なる。そして、一貫して海洋領有に反対していたオランダが論争の
(７) 横田『国際法Ⅱ』106-107頁。この点について、 岡、前掲論文（注２）276-
288頁に詳しい。なお、以下の原文の引用については、可能なかぎり本文のままと
するが、読みにくい場合には、人名を統一したほか、便宜上多少書き直したことを
お断わりしておく。また、本稿は原書を直接引用して論ずるのではなく、先人が原
書をどのように読み、紹介したのかを確認し（したがって、原書の引用は最小限と
する）、先人の足跡をたどり、論じることもお断りしておく。
(８) 山本、前掲論文（注２）54-57頁参照。
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主役とな
(10)
った。その代表的な事例が、1603年にオランダ船によってポルト
ガル船カタリナ号が捕獲された
(11)
事件である。この事件の解決のため、オラ
ンダの主張を弁護したのが、グロティウスの『自由海論』（
(12)
1609年）で、
(９) 16世紀に海洋領有の主張に反対した学者がいたことについて、大澤章『グロテ
ィウス・自由海論の研究』岩波書店、1944年、46頁参照。また、横田、前掲書（注
２）18-20頁参照。
(10) 注６参照。横田、前掲書（注２）15-17頁は、中世後期の海洋領有の主張に反
対した顕著な例は、エリザベス女王であったとし、1508年（1580年の誤り。メンド
ーザ事件と呼ばれる。）にキャプテン・ドレイクの航海に対するスペインの抗議に
反論した事実をあげている（Fulton,Walker,Gidelの著作が典拠）。小笠原、前掲
論文（注２）478頁注４は、ホールやフルトンの原書を紹介しながら、イギリスの
海に対する同女王の矛盾した主張を指摘し、「彼女を目して海洋の自由の主唱者と
するのは、行き過ぎの様に思われる。」と言う。しかしながら、小笠原、同上論文
478頁注５は、フルトンとジデルの説を紹介して、以上と全く反対のことを言って
いる。横田、同上書17頁は、フルトンやジデルの説を引きつつ、「女王としては一
貫して海の自由を主張したようである。」とする。さらに、岡、前掲論文（注２）
290頁は、「エリザベス女王の論旨は、実は女王独創の見解ではなく、中世の諸ロー
マ法註釈家の大多数の……見解の理論上の反響であった。」と述べ、「女王の言動
は、法律的論争というよりも、より多く外交及び政策に属していると言わねばなら
ぬ。」とする。岡は、T.W.Fulton,The Sovereignty of the Sea,1911,p.338を引
用する。
(11) 同事件について、たとえば、小笠原、前掲論文（注２） 485頁参照。
横田、前掲書（注２）24頁は、つぎのように言う。「『自由海論』の著述の動機は
主としてポルトガルに対してオランダのインドとの通商を弁護するにあった。この
頃に、ポルトガルはインド洋の領有を主張し、その航海とインドとの通商を他の国
家に対して禁止していた。しかし、この禁止にかかわらず、オランダはインド洋を
航海し、インドとの通商を行った。そこで、ポルトガルはオランダの船舶を捕獲
し、オランダもまた報復的にポルトガルの船舶を捕獲した。…もう少し具体的に言
えば、その頃オランダのインドとの通商は主としてオランダ東インド会社によって
行われていたが、1603年にその１船長ヘーメスケルクがマラッカ海峡でポルトガル
の運送船カタリナ号を捕獲した。この捕獲が有効であるかどうかが問題になり、オ
ランダの海事裁判所にかけられた。裁判所は1604年９月９日に船とその貨物を有効
な捕獲物として判決した。」
(12) グロティウスの『自由海論』の研究については、代表的な参考文献として、伊
藤不二男『グロティウスの自由海論』有斐閣、1984年、第１部をあげておく。な
お、グロティウス以前にも海の自由を主張した学者として、ヴィトリア（1480―
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それに対抗したのが、セルデンの『閉鎖
(13)
海論』であったことはよく知られ
て
(14)
いる。
その後、国際海洋法の発展は、グロティウスの学説を中心に展開する
が、その点について、山本はこう
(15)
言う。
?セルデンの『閉鎖海論』は、当時の諸国の慣行に一致していた点で、
より実証性を有したといわれている。それにも拘わらず、その後の国際慣
行は、グロティウスの結論を採用して、『公海自由の原則』を確立する方
向に向ったのである。」
こうした国際慣行と学説との矛盾について、岡は、当時の事情をつぎの
ように説明
(16)
する。
?17世紀後半期に至っては、中世に於て各海国によって提唱せられ、又
セルデンによって擁護せられた様な公海領有の主張の無法さと不合理さ
が、漸次反動を呼びつつあったと共に、又それら海国自身に於ても、斯か
1564）、ヴァスケス（1512―1569）、ゲンチリ（1552―1608）があげられている。横
田、前掲書（注２）19-20頁。また、小笠原、前掲論文（注２）480-481頁参照。
(13) セルデンについては、伊藤、同上書119頁以下；山本、前掲論文（注５）38-
45頁、小笠原、同上論文496-500頁参照。
(14) グロティウスにまず反駁したのはウェルウッドであるとする意見について、小
笠原、同上論文」491-494頁；伊藤、前掲書（注13）69頁以下参照。小笠原、同上
論文497頁は、セルデンを「海洋領有論の第一人者」とし、同書を、「類書にぬきん
で」ているとし、伊藤、同上書119頁も、「学説史上、重要な意義を有する」と評
価する。また、横田、前掲書（注２）45頁注２も、「セルデンの著作はグロチウス
のそれより比較にならないほど優れていた。」とするポッターの説を紹介する。
(15) 山本、前掲論文（注５）26-27頁。
(16) 岡康哉「海洋領有思想史論（２）」法学論叢第18巻５号、1927年11月、789頁。
伊藤、前掲書（注12）188-189頁は、グロティウスの『自由海論』と『戦争と平和
の法』を比べて、後者の場合には、「それほど極端に海洋の自由を主張することな
く、その海洋の自由の例外として、内海や湾や海峡に対して沿岸国が領有を主張し
うることを認めている……。」と言う。つまり、領有できる海洋を認めたというの
である。ここには、すでにプーフェンドルフの学説の萌芽が見られると言ってよい
であろう。なお、高林、前掲書（注２）33頁は、グロティウスの学説は上記「両著
を通じて一貫している」と言う。
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る厖大なる主張を支持する費用の莫大なるに比し、与えらるる報酬の虚名
のみにして、実
﹅
利
﹅
に些少なる、全くその愚劣なる骨折りなることを感知す
ると共に、漸く旧主張の伝統を持て余し始めたのであった。他方、従来創
成日尚浅く、理想論的で形而上学的であった国際法思想が、年月を閲する
と共に、漸く実行、効用等の見地を重要視し、著しく実
﹅
証
﹅
的
﹅
となるに及
び、学者、政治家の、中世に於る如き主張をそのまま真面目に継承する
は、全く時代錯誤の謗を免れない形勢となったのである。」（傍点筆者）
このように、海洋領有
(17)
論争は、「実利」や「実証」の観点からグロティ
ウスに分がある結果をもたらすのであるが、17世紀後半になると、領有で
きる海とできない海との調整がはかられることになる。高林は
(18)
言う。
?プーフェンドルフは、海を大洋と沿岸海とに分けて論じて、大洋を領
有することはできないが、沿岸海は領有されるとしたのである。つまり、
沿岸国は、近海での漁業を自国民に留保したり国土を防衛するために、沿
岸海を領有しなければならない。だから、沿岸海はあたかも国土の一部の
ように沿岸国の領有の下におかれると述べて、一国の沿岸をとりまく領海
帯の存在を認めたのである。もっとも、プーフェンドルフにおいては、こ
の領海が沿岸からどこまで及ぶかの問題については明確な答を出さずにお
わった。」
以後、問題は、領有できる沿岸海の範囲、すなわち領海の幅員に移るこ
とになる。
２ 着弾距離説の登場
沿岸海の範囲について、18世紀初めにバインケルスフークが着弾距離説
（本稿では、引用句において弾着距離説、射程距離説の語も使う。）を唱えたこ
とはよく知られている。これについて２点論じたい。第１は、着弾距離説
の登場までにどのような学説が唱えられたのか、第２は、着弾距離説はバ
(17) たとえば、高林、前掲書（注２）29-34頁参照。
(18) 高林、同上書292頁。
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インケルスフークが最初の提唱者であったのか、である。
第１の点については、板倉が、沿岸海の領有の目的は、海賊退治、漁業
保護、そして中立維持であるとし、その範囲については、すでに14世紀か
ら100カイリ又は海上２日路説、60カイリ説又は海上１日路説、視力説な
どが主張されていたことを紹介
(19)
する。立は、水平限界説、自然地形説、国
際地役
(20)
説を紹介し、さらに、岡が、100カイリ説、60カイリ説、タールヴ
ェーク説、視界説、必要比例説、海底地形説、呼声説などを紹介
(21)
する。こ
れらは、いずれも一般的な支持を得るにはいたらなかった。合理性の欠如
とそのあいまいさの故であろう。
ところで、岡は、上記の諸説を紹介したあと、つぎのように述
(22)
べる。
これらの「諸方法は、一方にある合理性を含んだものもあったが、大体
に於て、国際的承認を得るには、あまりに確然たる基礎を有たないもの許
りであった。ここに於て、最後に見出され得るものは、かの弾着距離の思
想だったのである。それは、既に、17世紀の初期時代から漸く発展し始め
た所の、領海の範囲は、陸上から支配、強制しうる、従って継続的に占有
を主張しうる実力の終る点にまで及ぶとする思想に淵源するものであり、
換言せば、海岸に据えた最大の大砲によって、命令、支配しうる、沿岸海
の範囲を沿岸国の領海として許容しようとする思想であった。」
以上を見ると、支配できる海の範囲については、あいまいなものから次
第により明確な、合理的なものへの移行がみとめられる。その到達点が領
海実力説、つまり着弾距離説であった。「陸上の権力は武力の尽くる所に
尽く。」は、当時戦争が容認され、自力救済を原則としていた時代思想の
反映であ
(23)
った。
(19) 板倉卓造『近世国際法史論』巖松堂、1924年、24-28頁参照。
(20) 立作太郎「領海の範囲」国際法雑誌第３巻５号、1905年２月、6-8頁。
(21) 岡康哉「領海論（１）」法学論叢第19巻２号、1928年２月、282-286頁。
(22) 岡、同上論文286頁。
(23) この点は後述する。64-65頁参照。
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では、第２の点、つまり着弾距離説の創始者は誰かについて、岡は、着
弾距離説が18世紀初めに突如として現れた衝撃をこう述
(24)
べる。
17世紀後半において「学者は何れも、一方沿岸国の特殊的利益保護と海
岸防御の必要とを充しつつ、他方国際交通の自由を確保しうる如き調和方
針の下に、出来うる限り１国領海の範囲を縮小しようと努力していた。そ
の時である、本問題の後世の発展に決定的影響を与えたオランダの法学者
バインケルスフークが本問題史上に表われ来ったのは。彼は1702年『海洋
領有論』なる１論著を発表し、専ら筆を海洋領有の問題にのみ捧げた。彼
が提出した基本的原則は、即ち有効なる占有の原則であった。彼は、先づ
グロチウスの議論を排し、自然法にも国際法（に）も、海洋領有に反する
ものは存しないとしたが、艦隊の実際的現存に依る一時的なる場合には別
として、公海の永続的占有は実際上不可能であると主張した。更に、英国
の主張を占有の点より否認したる後、彼自身の時代に於ては、事実上海洋
の如何なる部分も、海洋からの大砲の着弾距離の内にある、従って一国の
排他的、永久的領有の下にある海洋の部分を除外して、如何なる国家の領
有の下にも立つものはないと論断している。此の原則は、……３浬の距離
と共に、最も公平適切なる領海の限界を提示するものとして、後世大多数
の海国の実際及び国際法学者の受容する處となったのである。斯くしてバ
インケルスフークの用語『陸上の権力は武力の盡くる所に盡く』は、領海
限定の原則として、永く国際法上の寵児となっているのである。まこと
に、本問題はバインケルスフークを一転機として発展していると云わねば
ならぬ。」（括弧内筆者）
では、バインケルスフークが着弾距離説の真の創始者か。この点につい
て、板倉は
(25)
言う。
?１国の実力の及ぶ範囲とは、海岸砲台の威力の及ぶ範囲と云う意味に
外ならぬのであるが、之を最初に唱えたものは、グロティウスの『自由海
(24) 岡、前掲論文（注16）790-791頁。
(25) 板倉、前掲書（注19）29頁。
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論』の出た１年後、即ち1610年、オランダの代表者が、漁業問題に就て、
イギリスへ行って談判の際、凡そ１国の領海なるものは、其国の実力の及
ぶ範囲でなければならぬ。即ち大砲の威力の及ぶ範囲に限ると云うことを
主張した。其時の談判に『国際法上、何国の君主と雖も、自国領土内、一
隅から他隅まで（但し湾を除く）、大砲を以て支配し得る以上の海上に、其
領域を主張することはできない。』と云うことを明言して居るのが、今日
遣って居る記録の中で、領海実力説の最初であると認められている。」
岡も、着弾距離説の思想はすでに1610年にジェームス王の無免許漁業禁
止宣言に対するオランダ大使の抗議の中にも、またグロティウスの『戦争
と平和の法』の中でも言及されたと
(26)
いう。要するに、板倉も岡も、着弾距
離説の思想はすでに17世紀初め、つまり1610年に記録があり、それにはグ
ロティウスが大きくかかわっていたというので
(27)
ある。
これは、どういうことかと言えば、板倉も岡もフルトンを注で引用して
いることからも分かるとおり、着弾距離説の創始者をグロティウスとする
のはフルトンで
(28)
ある。
(26) 岡、前掲論文（注21）286頁。グロティウスの説（『戦争と平和の法』第２巻第
３章第13節２）の英訳である The Classics of International Law,De Jure Belli
 
Ac Pacis Libri Tres by H. Grotius, Vol. 2:Translation Book III, by F. W.
Kelsey,1925,p.214は、分かりにくい。一又正雄訳『グローチウス・戦争と平和の
法』第１巻、厳松堂書店、1950年、309頁の和訳も、同様に分かりにくい。Fulton,
op. cit.,supra note10,pp.349,549の英訳が分かりやすい。
ただ、着弾距離説が、17世紀にはそれほど顧り見られなくて終わり、18世紀にな
って注目されたことについて、岡は、「当時の一般的思潮」をあげる（岡、前掲論
文［注21］286頁）。しかし、私見では、17世紀と18世紀の時代の違い、つまり17世
紀より18世紀において絶対主義国家の台頭があり、力による支配という思想がこの
考え方を後押ししたのではないかと考える。また別の面から見れば、近世における
武器の発達という観点も見えてくるのではなかろうか。
(27) Fulton,op.cit.,supra note10,p.549は、ことによると、グロティウスが唆し
たのかもしれないと言う。岡、前掲論文（注21）、286頁；板倉、前掲書（注19）29
頁も参照。
(28) Fulton,ibid.,pp.156,349,549など参照。なお、岡、同上論文286頁は、グロ
ティウスの説（第２巻第３章第13節２）を引用しつつ、条件付で、「彼（グロティ
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ところで、高林は、ワルカーの論文を取り上げ、まず1685年以来のフラ
ンスの中立水域の慣行にふれたあと、つぎのように
(29)
言う。
?ワルカーは、オランダの慣行に言及し、1610年にオランダと英国との
交渉において、オランダ代表が『国王は大砲の着弾距離外の海を支配でき
ない』と主張した事例、および、1740年にアイスランド沖で操業中のオラ
ンダ漁船７隻をデンマークが拿捕した事例に関して、オランダ側がこれら
の漁船が沿岸から射程距離外で漁業していたと抗議した事例をあげて、17
―18世紀のオランダにおいても、フランスと同じく、射程距離説があった
ことを指摘するのである。これらの例証に基づいて、ワルカーは、射程距
離がバインケルスフークの時代に、すでにフランスおよびバインケルスフ
ークの母国たるオランダにおいて、外交上確立していた規則であったと考
えるのである。それ故に、バインケルスフークは、国際法の文献に射程距
離説を記した最初の学者であったにせよ、けっして射程距離説の創始者で
はなかったということになるわけである。」
つまり、ワルカーは、バインケルスフークが着弾距離説の創始者である
ことを否定するにあたり、1610年の事実および17世紀後半以降のフランス
の中立水域の限界の慣行および当時のオランダの理解を持ち出したのであ
る。ちなみに、高林は、ワルカーの論文が「通説に対して根本的な批判の
目をむけた研究」と紹介し、その１つとして、「バインケルスフークが射
程距離説の創始者」であるとの通説を否定したとする。しかし、前述のと
おり、すでに1911年にフルトンの著書が出版され、第２次大戦前に、板倉
と岡がこれを引用しているのである。さらに、ワルカーが、フルトンを引
用している
(30)
以上、高林のワルーカーについての評価は必ずしも的を得たも
ウスー筆者注）を以てこの原則（弾着距離原則―筆者注）の創始者と云うも、あな
がち不当とは云えない。」とする。また、板倉、前掲書（注19）19頁も「領海実力
説の最初」と言う。
(29) 高林、前掲書（注２）278頁。
(30) W.L.Walker,“Territorial Waters:The Cannon Shot Rule”,The British
 
Year Book of International Law,22??Year of Issue,1945,p.223.
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のとは言いきれないのではなかろうか。しかしながら、バインケルスフー
クが、着弾距離説の創始者ではないことを認めるとしても、最初に学説と
して公にまた明確に表現したと言えるし、その影響も、岡の強調するとお
り、きわめて大きかったと言うことができるので
(31)
ある。岡は
(32)
言う。
?しかしながら、この新原則（着弾距離説―筆者注）は、当時の一般思潮
に対し、あまりに厳格なる制限を付するものであったため、永く殆んど顧
られることなくして、17世紀を終るのである。而して遂に、18世紀初頭バ
インケルスフークの、明確、率直なる説述を見るに至って、ここに始め
て、国際法学界を震駭せしめた大原則として、再生を見たのであった。」
「斯くして、発現した弾着距離説には、18世紀を通じて、あるゆる国際法
学者の之に対する論及を見るに至り、沿岸海が少くとも弾着距離迄は、沿
岸国の国権に服すとなすことには、一般的な一致があったと云いうるので
あった…。」
このように大きな支持を得て登場した着弾距離説であったが、実際のと
ころはどうであったのか。以下、実際に適用した場合の国家実行を見てみ
よう。
第３節 領海３カイリ説の登場
18世紀における着弾距離説の実例、すなわち国家実行を見ると、着弾距
離は、中立水域を決定するものとしてであるが、多くの国の勅令や宣言に
よって採用されていることが分かる。岡は、たとえばつぎのものを挙
(33)
げる。国内法としては、トスカニ（1778年８月１日）、ジェノア（1779年７
(31) Fulton, op. cit., supra note 10, p. 350も、バインケルスフークをこの理論に
「正確な表現」を与えたと評価している。
(32) 岡、前掲論文（注21）287頁。Fulton,ibid., p.566.
(33) 岡、同上論文288頁。Fulton, ibid.,pp.571-572；P.Fauchille(ed.by M.H.
Bonfis),Traite?de droit international,Tome1er,2??partie-Paix,1925,p.176；
Walker,op.cit.,supra note30,p.230も参照。なお、立作太郎「領海の範囲に関す
る我国の主張」『国家学会50周年記念・国家学論集』有斐閣、1937年、126頁も参
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月１日）、ヴェニス（同年９月９日）などがあり、条約としては、1762年５
月14日のイギリス・アルジェリア間
(34)
条約、1780年武装中立後に諸大国が締
結した以下の条約、すなわち1786年６月28日のアメリカ・モロッコ間
(35)
条約、同年９月26日のアメリカ・フランス間
(36)
条約、1787年１月11日フラン
ス・ロシア間
(37)
条約、同年１月６日のロシア・シシリー間
(38)
条約、1794年11月
19日のアメリカ・イギリス間
(39)
条約、1795年５月25日のフランス・チュニス
間
(40)
条約などがある。
ちなみに、これらと同時代の代表的国際法学者ヴァッテルは、着弾距離
説について次のように表現
(41)
する。
?国民がその取り囲まれている海にどの距離まで自己の権利を及ぼしう
るかを決定することは容易ではない。しかし、この正確な決定は諸国民の
一般的な同意によってのみ確立されうるであろう。だがこの同意を証明す
ることは難しい。……しかし、国民間においては最も合理的にいいうるこ
とのすべては次の通りである。一般に、隣接海に対する国家支配はその安
全にとって必要でかつその支配を尊重させうる限度の遠さまで及ぶという
ことである。」「今日、海岸に沿った大
﹅
砲
﹅
の
﹅
射
﹅
程
﹅
距
﹅
離
﹅
内にある全海面は、領
域の一部をなすものとみなされる。」（第１巻第23章289節）（傍点筆者）
ところで、領海３カイリ説が登場するのは、18世紀末と言われている。
照。中立水域については、高林、前掲書（注２）110頁以下参照。
(34) C.Parry(ed.),The Consolidated Treaty Series,Vol.42,pp.159.
(35) Ibid.,Vol.50,pp.33.
(36) Ibid.,pp.71.
(37) Ibid.,pp.103.
(38) Ibid.,pp.147.
(39) Ibid.,Vol.52,pp.243.
(40) Ibid.,pp.407.
(41) ヴァッテル研究会訳・山手治之監修「資料・ヴァッテル『国際法、すなわち諸
国民と諸主権者の行動および事務に適用される自然法の諸原則』（６）」立命館法学
第96号、1971年10月、230-231頁。なお、ヴァッテルが射程距離説をとったことに
ついて、次のものを参照。高林、前掲書（注２）292頁；杉原高嶺『海洋法と通航
権』日本海洋協会、1991年、18頁。
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これについて、２点論じたい。第１は、着弾距離説がどのような経過をた
どって、３カイリ説に収束したのか、第２は、誰が最初に３カイリ説を唱
えたのか、である。
まず第１点である。着弾距離説と言っても、大砲の性能の差、置く場所
の違い、天候の差などによって必ずしも明確な限界を提示するものではな
いので、これに代わるべき一般的な数値による提示が時代を経て次第に必
要になったことは言うまでもない。
板倉は、着弾距離を６カイリとする学説について、次のように
(42)
言う。
?所謂武力の盡くる所、即ち大砲の弾着距離とは、何浬であるか。其浬
数の決定には、是亦久しい変遷があって、当時これを明言したものはな
い。バインケルスフークから余程立って、弾着距離を２リーグとする説が
出た。１リーグは３海里であるから、即ち６海里であると云う説を、18世
紀の半ば頃に、スペインの或学者が唱え出した。即ちアブリューなる学者
は、1746年、其『海上捕獲論』中に、弾着距離即ち２リーグ内に於ける中
立領水上の捕獲を、不法であると論じた。而して其スペイン政府は、今日
に至るまで、一貫して此の６海里説を維持して居る。是れ実に今日世界一
般の慣例たる領海３（海）里制に対する例外の１であるが、18世紀の中葉
に、有名なるフランスの海法学者ヴァランも、亦同じ６海里説を唱えて居
る。」（括弧内筆者）
つぎに、岡は、６カイリ説から３カイリ説への流れについて、次のよう
に述
(43)
べる。
?弾着距離説は、明確なる限界を提示するものでないから、之に代るべ
き、何等か浬数による限界を定めやうとする傾向が、諸学者間に著しく明
白に認めらるるに至り、スペイン人Abreu y Bertodano及び、仏のValin
(42) 板倉、前掲書（注19）30-31頁。
(43) 岡、前掲論文（注21）288頁。なお、岡は、同頁の注13で、Fulton, op. cit.,
supra note10, pp.564-565を引いているが、この部分は直訳でなく、562-565頁を
まとめたものと思われる。
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は、弾着距離を２リーグに換算しているが、イタリア人ガリアニは、始め
て1782年弾着距離を３浬と決定し、中立尊重区域は、弾着距離の２倍即ち
２リーグに及ぶと主張した。後ドゥ・マルテンスは1789年９浬を提唱し、
最後にイタリアの著者アヅニは、18世紀の終結に近く（1795-６年）、最長
弾着距離を『疑もなく』３浬だとし、之を領海の限界として採用した。か
くして、領海の範囲として３浬を提唱したのは、彼を以て嚆矢とすること
が出来るのである。」
?19世紀（18世紀の誤り―筆者注）も終ろうとする頃、殆んど時を同じく
して、学説と政策とにあらわれ、そして又弾着距離の代置物としての、３
浬限界の説は、当時に於ける領海確定の一般的要望に合致するものとし
て、またたく間に、19世紀以後における、判例、学説及び慣行の中にとり
入れらるる所となった。が他方、旧来の弾着距離の思想は、全く姿を消し
去ったのではなく、依然として、或は３浬限界の基礎をなすものとして、
或は領海画定の根本原理として、多くの学者によって維持せられているの
で
(44)
ある。」
高林は、この点を次のようにまと
(45)
める。
?領海制度の成立過程の推移をたどってくると、中立国の沿岸にそう中
立海帯の存在が―沿岸砲台の有無にかかわらず―承認される気運の熟して
きた、18世紀の最後の４半期というまさに決定的瞬間において、射程距離
の限界と３カイリ限界との同一視という現象に直面するのである。もっと
も、こうした両者の同一視は、アメリカとイギリスの両国だけに見られた
のであって、その他の
(46)
諸国では依然として射程距離の限界が用いられてい
(44) 岡、同上論文290-291頁。なお、岡、板倉ともに、出典はフルトンである。
(45) 高林、前掲書（注２）83頁。
(46) 高林、同上書83頁は、フランスとチュニス（1795年５月25日：Parry, op. cit.,
supra note 34, Vol. 52, pp. 407）、スペインとモロッコ（1799年３月１日：Ibid.,
Vol. 54, pp. 411）、ロシアとスウェーデン（1801年２月27日：Ibid., Vol. 55, pp.
423）、1801年のスペイン法、1803年のオーストリア法をあげるが、確認できたの
は、条約のみである。
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た。」
しかしながら、当時の大砲の射程距離が沿岸から３カイリまで達したか
について、高林は、「18世紀末における沿岸砲の射程距離が、すでに３カ
イリまでとどいていたとは到底考えられないと思われる……。」（288頁）、
「３カイリの距離は、大砲の射程距離の技術的な極限と考えられたもので
あって、けっして、当時における大砲の実際の射程距離をあらわすもので
はなかったはずである。」（300頁）と述べ、さらに、「大砲の射程距離が実
際に３カイリ以上におよんで国際法上の問題になるのは、ようやく19世紀
の後半になってからである……。」（288頁）と言って、明確にこれを否定
するので
(47)
ある。
つぎに、第２の点である。領海３カイリの創始者は誰であろうか。板倉
は
(48)
言う。
?18世紀末、ロシアがイギリスに対して、所謂武装中立を主唱した時、
シシリー王も亦中立に参加することを勧誘せられたるに対して、王は之に
参加するの理由を、ガリアニーに命じて起草せしめた。其起草したものの
中に、領海を論じて、弾着距離の２倍が其範囲であり、而して其弾着距離
と云うのは、１リーグ即ち３海里であって、３海里の倍、即ち６海里が、
領海の範囲であると唱えた。領海６海里の説は、前記スペインの学者（ア
ブリュー―筆者）と同じであるが、弾着距離が、３海里即ち１リーグであ
ると云ったのは、恐らく此ガリアニーに依って、1782年其シシリー王に奉
った意見書の中に、初めて発見さるるものと認められる。併し、ガリアニ
ーは、領海６海里論者で、３海里論者ではない。夫れを、領海範囲は、砲
弾の達する３海里の範囲であると云うことに、更に一歩を進めたのは、是
れ亦イタリア学者アズニーであった。古来イタリアの学者は、領海説に就
て、多くの貢献を為して居るのであるが、1795、６年の間に出た所の著書
の中に、アズニーは、当時砲弾の最遠距離に達するのは３海里である。即
(47) ３カイリ主義の起源について、高林、同上書（注２）279-282頁参照。
(48) 板倉、前掲書（注19）31-32頁。
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ち此３海里が領海の範囲であると唱え出したのである。」
これは、前述した岡の意見（前述51頁）とも軌を一にしている。しか
し、高林の意見は、これと異
(49)
なる。
?1782年にガリアニは、両シチリア王国の武装中立同盟への加入を弁護
するため、……著書を上梓し、このなかで領海の幅員に言及したのであ
る。……1795年にはアズニの著述がでた。彼はまず、沿岸をもつ国家が同
時に隣接する海の主権者であることは争う余地がないけれども、この主権
の性質についてもその範囲についても、今日まで普遍的な合意がなかった
として、領海の範囲に関する…100カイリ説から、…60カイリ説、…２日
間説、バインケルスフークの射程距離説までも紹介する。そこで彼は、ガ
﹅
リ
﹅
ア
﹅
ニ
﹅
の
﹅
見
﹅
解
﹅
は
﹅
、い
﹅
ま
﹅
だ
﹅
実
﹅
定
﹅
法
﹅
と
﹅
な
﹅
っ
﹅
て
﹅
い
﹅
な
﹅
い
﹅
けれど、つねに争われる領
海の範囲を決定するために、より正しいまた単一の方式を提示していると
して、３カイリ説を採用するのである。……このようにアズニの叙述は、
内容的には、ガリアニとまったく同じであった。」（傍点筆者）
高林は、このガリアニとアズニの関係について、さらに続
(50)
ける。
?ガリアニの見解は、中立水域を沿岸砲の射程距離内の海面に限定する
慣行がたえず紛争の種となるため、これを回避する方策の１つとして、当
時の技術水準では大砲の射程距離の極限と考えられた３カイリの距離を、
一般に領海の幅員にすることを提案したものであった。しかも、本著刊行
のいきさつからみると、おそらくこの３カイリの幅員は、中立国にとって
も不利なものではなかったと推測できるのである。」
?『私（アズニ―筆者注）の見解では、陸地の支配者である国家が、海中
に構築した櫓や砲台をもっているかどうかを調べることなしに、領海への
管轄権が陸地から３カイリの距離までしかおよばないと定めるのが、合理
的であろう。この距離は、大砲の火薬力が弾丸を押し出しうる最大の射程
距離であるにちがいない。』このようにアズニの叙述は、内容的にはガリ
(49) 高林、前掲書（注２）79-80頁。
(50) 高林、同上書80頁。
19世紀における領海の幅員問題について（島田) 53
アニとまったく同じであった。……ガリアニやアズニの３カイリ説は、沿
岸砲の有無とは関係なしに法として役立ちうる合理的な基準として、つま
り立法論と
(51)
して、一般的に３カイリの画一的な幅員を提示したものにほか
ならなかった。したがって、ガリアニの提案以後に締結された諸国間の条
約においても、依然として射程距離の限界が用いられていたのである。」
以上をまとめると、板倉と岡が、ガリアニの主張は領海６カイリであっ
たとするのに対し、高林は、領海３カイリであったとしていることが分か
る。板倉と岡はフルトンを引用しているが、高林は、
(52)
横田とワルカーを引
用するのである。もっとも、高林が、ガリアニとアズニでは10年以上の差
がありながら、両者を３カイリ説の創始者とする点およびワルカーが、ア
ズニはガリアニの結論にほとんど逐語的に従っていると言ってい
(53)
る点など
については多少注意が必要であろう。
ところで、19世紀の領海幅員問題の動向を見ると、着弾距離説＝３カイ
リ主義の時代が少し続いたことが想像できる。しかしこの均衡も次第に崩
れることになる。なぜなら、武器の進歩は時代の要請を上回ったからであ
る。
(51) 高林が、大砲の射程距離は３カイリに届いていなかった、と述べていることに
注意。本稿、前述52頁参照。
(52) ここで、横田喜三郎の説に注意してみよう。まず横田は、『海洋の自由』（注
２）49-50頁および横田喜三郎『海の国際法・上巻』有斐閣、1959年、４頁では、
ガリアニは着弾距離３マイル、国家の領有を認められる海の範囲は６カイリとした
とするが（板倉とフルトンを引用）、横田『国際法Ⅱ』1958年、29頁および横田
『国際法Ⅱ・新版』1972年、27頁注６によれば、ガリアニは、着弾距離と国家の領
有が認められる海の範囲をともに３カイリとしている。横田は、いずれの箇所にお
いても、板倉、前掲書（注19）を引用しており、『国際法Ⅱ』で、何故急に考え方
が変わったかについては、説明がない。
(53) Walker,op. cit., supra note30,p.229.なお、D.P.O’Connell(ed.by I.A.
Shearer),The International Law of the Sea,Vol.1,1982,pp.129-131は、多く
の実例を示しつつ、着弾距離規則と３カイリ限界の淵源との関係は現在の歴史的研
究によっても、満足のいくようには説明できないとする。ただ、アズニは1782年に
３カイリの普及を成し遂げたとし、さらに、1794年６月５日のアメリカの中立法
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第２章 19世紀における領海の幅員問題
第１節 領海３カイリの最初の国家実行
前章で、領海３カイリ説の登場までを述べた。つぎに、これに続く国家
実行を見てみよう。つまり、領海３カイリを最初に定めたのはどの国か、
である。横田は
(54)
言う。
?国家として実際に３マイル説をはじめて採用したのはアメリカ合衆国
のようである。1793年にイギリスとフランスの間に戦争がはじまったと
き、中立国の権利義務に関係して沿岸海の範囲を定める必要を感じ、一時
的の試みとして３マイルとした。イギリスでは、1800年にはじめてストウ
ェルが中立船の捕獲に関する裁判で３マイル説を採用し、1805年にもこれ
を採用した。これによって、３マイル説はイギリスの判例に採用されるに
至った。」
高林の説明はもう少し詳
(55)
しい。
?３カイリ主義が国家の実行のおいてはじめて採用されたのは、1793年
のことである。……新生国アメリカは、独立後最初に当面したフランス革
命戦争に際して1793年に中立宣言を行なうとともに、大砲の最大射程距離
を意味する距離として３カイリを暫定的に領海の範囲とすることを各国に
通告したのである。つぎに、19世紀に入ると、英国の海事高等裁判所にお
いても、中立水域の範囲に３カイリ主義が適用されだした。1800年と1801
は、着弾距離規則を３カイリ規則に変える決定的な１歩であったと付け加える。
(54) 横田、前掲書（注２）50頁。これは、アメリカの部分は、Fulton, op. cit.,
supra note10,pp.573-572に、イギリスは、Ibid.,pp.578-579によるようである。
また、板倉、前掲書（注19）も、出典は明示していないが、「学説よりも実際の方
が、早く３海里制を採用して居るのである。……実際上、最初の実行者は実に米国
であった。」とする。
(55) 高林、前掲書（注２） 300頁。
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年の Twee Gebroeders号事件および1805年のAnna号事件において、Sir
 
William Scott は、『この問題に関する法原則は、陸地の支配は武力の尽
きるところに尽きるということである。そして、大砲の使用以来この距離
は通常岸から約３カイリとされてきた。』と述べて、３カイリの距離を中
立水域の限界に採用したのである。」
ここで注意したいのは、高林の前述の言、すなわち、「ガリアニの見解
は、いまだ実定法とはなっていない」（前述53頁）である。つまり、ガリ
アニの説が出たのは、1782年であるので、アメリカの中立宣言は、1793年
であることと矛盾しないかである。
ここで、1793年に３カイリを最初に採用したと言われるアメリカの国家
実行について２つの問題が生ずる。第１は、領海３カイリの学説と国家実
行のいずれが早いかである。第２は、最初の国家実行たるアメリカの中立
宣言についてである。
まず第１の点は、前述した高林のように、ガリアニとアズニがともに領
海３カイリを主張したとすれば、ガリアニが1782年で、アズニが1795年で
あるから、アメリカの実行の1793年よりも、ガリアニが早いことになる。
ただ、板倉と岡が言うように、ガリアニの３カイリは領海の主張ではない
のであれば、結論として、領海３カイリについては、アメリカの実行が先
ということに
(56)
なる。
つぎに、第２の点であるアメリカの国家実行について見てみよう。アメ
リカの実行は、1793年４月22日の中立宣言と11月８日の英仏大使への通告
がある。
アメリカの中立宣言は
(57)
言う。
(56) 高林、板倉、岡の言については、本稿52-54頁参照。
(57) 中立宣言の原典に当ることができなかったため、N. Orvik, The Decline of
 
Neutrality 1914-1941,1971,p.18.によった。なお、この中立宣言について、以下
を参照。立作太郎「沿岸領海の範囲及び其上に行はるる国権の性質」国際法外交雑
誌第25巻２号、1926年２月、196頁；信夫淳平『海上国際法論』有斐閣、1957年、
９頁；石本泰雄『中立制度の史的研究』有斐閣、1958年、105頁；横田、前掲書
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?合衆国の義務および利益は、自国が信義誠実をもって両交戦国に対し
て友好的かつ公平な行為を採用しかつ遂行すべきことを要求する。」
高林は、この間の事情をこう解説
(58)
する。
?1792年にフランス革命戦争が勃発するや、新生国アメリカは、早急に
自国近海での敵対行為に対する措置を決定する必要にせまられた。たまた
ま1793年３月14日に、デラウェア湾でフランス軍艦による捕獲事件が発生
した。そこで、ワシントン大統領は、同年４月22日に中立宣言を発表し、
さらに、11月８日ジェファソン国務長官は、英・仏両国大使に対し、中立
水域に関する米国の立場を通告した。ここにわれわれは、国家の実行にお
いて最初に３カイリ主義が受容された例を見るのである。」
そして、英国大使への通告文を引用するが、その中で、３カイリ説の合
理性についてはこう説明されて
(59)
いる。
?この距離（３カイリ―筆者注）は、通商上および航海上わが国が提携し
ている若干の諸国相互のあいだの条約によって承認されており、また、諸
国がその沿岸に主張している距離以下のものであるから、反対されること
はありえない。」
また、フルトンは
(60)
言う。
?1793年英仏間に戦争が勃発すると、合衆国は、中立国の権利義務を実
現するために、その沿岸に対して主張する領域的保護の限界を決定する必
要をみとめた。ワシントン大統領は、行政官に限界を検討することを命じ
た。この限界は、当分の間、海岸から１海リーグまたは３地理マイルに制
（注２）50頁。なお、古賀衛「近代海洋法の発展過程」（栗林、杉原、前掲書［注
２］所収）30頁は、「領海３カイリと着弾距離説を結びつけた最初の公的文書は、
1793年に米国ジェファーソン大統領（国務長官の誤り―筆者注）が英仏の大臣に送
った書簡だといわれる。」と言う。
(58) 高林、前掲書（注２）80-81頁。
(59) 高林、同上書81頁。
(60) Fulton,op.cit.,supra note10,pp.573-574.なお、岡、前掲論文（注21）289頁
参照。
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限されたが、これは、他のいかなる強国により主張されたものより以上に
は広がらないと言われた距離であった。この限界が仮に採用された理由
は、合衆国政府が、沿岸航行に利害関係のある外国と友好的関係を保つこ
となしには、外国が保護権を最終的に主張しうる距離の決定を、当時提案
しなかったからであった。」
この点で、オコンネルは、ジェファーソンがガリアニの著書を知ってい
たことはありうることであると言い、ヴァランの著書も知っていたようで
あると言っていることは、実に興味
(61)
深い。
第２節 領海３カイリ主義の広がり
以上述べたアメリカの国家実行に続くのが、イギリスであり、前述のト
ウィ・ゲブレーダーズ（Twee Gebroeders）号事件およびアンナ（Anna）
号事件があげられる。
岡は、この両事件を、３カイリ限界を採用した重要な判決として次のよ
うに
(62)
言う。
?英国捕獲審検所長であった彼（ウィリアム・スコット卿［後のストーウェ
ル卿］）は、1800年及び1801年の Twee Gebroedersの事件として知られ
る、英軍艦の独商船拿捕に於て、中立水域（独沿岸に於ける）の境界とし
て、海
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を採用したのであっ
た。下って、1805年、同じく英私捕獲船が、ミシシッピ河口沖で、米船
Anna号を拿捕した有名なる事件に於ても、ストーウェル卿は、同様なる
判決を下して、弾
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したのであった。この判決
は、始めて英国に３浬限界を導入したものとして知らるるものであるが、
その弾着距離説は大陸の学者から、３浬限界は直前に於ける米国の実行か
(61) O’Connell op. cit.,supra note53,p.131.
(62) 岡、前掲論文（注21） 294頁。ちなみに、両事件については、板倉、前掲書
（注19）34-35頁；杉原、前掲書（注41）56頁；高林、前掲書（注２） 83頁にも紹
介されている。
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ら借り来ったものであって、英国の学者が時として、３浬と弾着距離とを
同一視するのは、ストーウェル卿の判決をそのままうけついでいるものだ
とせられている。」（傍点筆者）
そして、19世紀初頭の領海３カイリ主義の動向について、岡は続
(63)
ける。
?試験的にもせよ然らざるにせよ、18世紀の終結に近く、殆んど時を同
じくして、学説にも実行にも、３浬限界が提唱し始められたのは興味ある
現象であって、これより19世紀に入るに及んでは、３浬限界は、烈
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凡てを、風靡し終るのである。このめざましい現象は、古き弾着距離説
が、一方その大砲の進歩と共に変移すべく、他方あまりに漠然たる限界を
示すものだったので、何か之に代るべき、確定的な限界が一般に要望せら
れていた事実に、理由づけることが出来るだろう。まことに、17
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る。」（傍点筆者）
しかし、横田の意見は、かなりニュアンスが違う。彼はこう
(64)
言う。
?18世紀の末から、諸国の慣行でも、３カイリを領海の範囲とすること
がしだいに認められ、19
﹅
世
﹅
紀
﹅
の
﹅
中
﹅
ご
﹅
ろ
﹅
か
﹅
ら
﹅
は
﹅
、だ
﹅
い
﹅
た
﹅
い
﹅
一
﹅
般
﹅
の
﹅
慣
﹅
行
﹅
になっ
た。もっとも、いくらかの例
﹅
外
﹅
は
﹅
あ
﹅
っ
﹅
た
﹅
。」「実際において、19
﹅
世
﹅
紀
﹅
の
﹅
中
﹅
ご
﹅
ろ
﹅
か
﹅
ら
﹅
、領海の幅を３カイリにすることがだ
﹅
い
﹅
た
﹅
い
﹅
に
﹅
一
﹅
般
﹅
の
﹅
慣
﹅
行
﹅
になった
けれども、いくらかの例
﹅
外
﹅
が
﹅
あ
﹅
っ
﹅
て
﹅
、十分に確定するに至らなかった。」
（傍点筆者）
この岡と横田の違いは何であろうか。19世紀に領海の幅員について何が
あったのであろうか。ローターパクトはつぎのように述
(65)
べる。
(63) 岡、同上論文289-290頁。
(64) 横田『国際法Ⅱ・新版』（注52）25、28頁。
(65) Lauterpacht,H.(ed.),International Law―A Treatise,Vol.1-Peace,7th ed.,
1948,p.444.
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?バインケルスフークの着弾距離の規則は、今や理論上も実行上も一般
的に認められ、したがって、沿岸海帯の幅員は、沿岸国の勢力のもと、沿
岸砲台の有効な範囲内にあるものとみなされたが、そうした区域が日に日
に広がりつつあるとの事実のために、依然として一致は存在しない。18世
紀末には、射程距離が、およそ３カイリあるいは１リーグとなったので、
この距離が、海帯の幅と一
(66)
般に認められた。」
第３節 領海３カイリ主義の限界
岡は、前述のように、「19世紀に入るに及んでは、３カイリ限界は、烈
風の前における燎原の火の如く、またたく間に、全世界の学説と実際との
殆んど凡てを、風靡し終るのである。」と述べている。また、横田も、例
外はあるものの、「だいたい一般の慣行になった。」と言って
(67)
いる。なお、
山本も、「この原則（領海３カイリ原則―筆者注）が17世紀末いらい一般国
際慣習法として確立してきていたという事実」に言及して
(68)
いる。
では、実際はどうであったのか。高林は、岡の言とは全く異なることを
(69)
言う。
?アメリカとイギリスにおいては、３カイリという距離が、あたかも大
砲の最大の射程距離の同義語として、あるいは、大砲の実際の射程距離と
混同されてうけいれられたことがわかるのである。ところで、こうした３
カイリの距離と大砲の射程距離との同一視は、ア
﹅
メ
﹅
リ
﹅
カ
﹅
と
﹅
イ
﹅
ギ
﹅
リ
﹅
ス
﹅
だ
﹅
け
﹅
に
みられたのであって、それ以外の諸国では、その後もなお、大砲の射程距
(66) しかし、普遍的にではない、との注が付いており、たとえば、ノルウェーは４
カイリ、スペインは６カイリを主張したとされる。Lauterpacht,ibid.,p.444foot-
note4.
(67) 岡、横田の言は、いずれも前述59頁参照。
(68) 山本草二『海洋法』三省堂、1992年、49頁。本文引用の「17世紀末」は、アズ
ニの説が出た時を考えると、「18世紀末」の誤りであろう。
(69) 高林、前掲書（注２）300-301頁。ちなみに、この言は、前述51頁注45の箇所
と同趣旨である。
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離が領海の幅員に関して国際法上権威ある唯一の規則と考えられていたの
であった。」（傍点筆者）
高林はまた、この間にイギリスが３カイリ主義を広めんと努力するが、
諸国は好意的な反応を示さなかったとし、このことは、当時の国際法学者
の学説にも現れていると
(70)
言う。たとえば、まず６カイリを主張するスペイ
ンに対し、共同の外交的圧力をかけようとして失敗した例や、アメリカ、
フランス、ドイツ、オランダ、イタリア、デンマーク、スウェーデン、ノ
ルウェーおよびロシアの諸国政府に意見を求めたが、３カイリを支持した
のは、アメリカとオランダだけだったとの事実を説明
(71)
する。
岡もこの現実を直視せざるをえず、つぎのように付け加
(72)
える。
?学説に於ては、３浬限界説は、決して、普遍的な承認を経ているもの
ではなく、又これを概説して、３浬限界を支持するものは、主として、
英
﹅
、米
﹅
の
﹅
学
﹅
説
﹅
であって、大陸の学説に少ないと言うことが出来るのであ
る。そして尚、３浬限界説を採用するものの中にも、決して、その採用の
程度、方法に於て一致のあるものではないのであって、或は３浬限界を、
国際法上確立したものだとなし、他はこれを、何等かの点に於て認め、又
は言及するけれども、その国際法上の確定性を否認するものである。」（傍
点筆者）
岡は、さらに続
(73)
ける。
?それ（３カイリ限界―筆者注）が大体、英、米の学説に限られ、然も学
説の多くは、これに満足しているものでないことを知ったが、更に私は、
以下に於て、各海国の慣行が、如何なる程度にまで、３浬限界に法則性を
附しようとしているかを、観察しなくてはならぬ。而して、学説に於て
(70) 高林、同上書301頁。
(71) 高林、同上書96-102頁、301-302頁。
(72) 岡、前掲論文（注21）291頁。岡はさらに、「３浬限界を国際法上確立した原則
であるとするも（の）は、極く少数であって、而もその大部分はまた英、米の学者
である。」とし、それら諸学者を列挙する。岡、同上論文291頁。
(73) 岡、同上論文293-294頁。
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は、３浬の限界は、比較的区々たる承認を得ているにも拘らず、慣行（法
令、条約、判決例等）では、この限界に依るものが、その最大多数を占め、
学説より以上に、遥かに一般的（殆んど普遍的）であるのは、注意すべき
現象である。」
こう言って、条約、国内法に関する３カイリ限界の諸例および中立水域
の限界に関して３カイリを採用したものをあげるので
(74)
ある。しかしなが
ら、立の挙げる19世紀前半のものに限ってみると、条約は、英米間の条約
（1818年）と英仏間の条約（1839年）、国内法としては、ベルギー（1832年）
のものがわずかに紹介されている程度で
(75)
ある。どうも、岡の前述の言は分
が悪い、誇張しすぎている感が強い。
着弾距離説は、武力の強い国、否武力の弱い国でさえ、着弾距離によっ
て他国の侵害を受けない海域を自国周辺に確保できるという点で重要な役
割を果した事実は、これを認めなければなるまい。このことは、着弾距離
説がそもそも武力の行使を前提とするものであり、法的にも武力行使が禁
止される中立水域の設定あるいはその限界の問題として主に主張され実現
されてきた事実によって明らかになるであろう。
ただし、大砲がさらに遠方まで届くようになる頃には、着弾距離をいっ
そう広げようとする国と、３カイリに限定しようとする国とで意見が対立
し始めるのは、理の当然であ
(76)
ろう。そして、領海の幅員問題は、まずそれ
を３カイリに留めるか否かが論争となったが、次第にその範囲の中に何を
(74) 岡、同上論文296-298頁。その中の１つが、後述するわが国の場合であること
に注意。
(75) 立、前掲論文（注33）128頁参照。
(76) 岡、前掲論文（注21）290-291頁は言う。「19世紀も終ろうとする頃、殆んど時
を同じくして、学説と政策に現れ、そして弾着距離の代置物としての３カイリ限界
説は、当時における領海確定の一般的要望に合致するものとして、瞬
﹅
く
﹅
間
﹅
に
﹅
19
﹅
世
﹅
紀
﹅
以
﹅
後
﹅
に
﹅
お
﹅
け
﹅
る
﹅
判
﹅
例
﹅
、学
﹅
説
﹅
お
﹅
よ
﹅
び
﹅
慣
﹅
行
﹅
の
﹅
中
﹅
に
﹅
取
﹅
り
﹅
入
﹅
れ
﹅
ら
﹅
れ
﹅
る
﹅
所
﹅
と
﹅
な
﹅
っ
﹅
た
﹅
。が他方、旧
来の弾着距離の思想は、全く姿を消し去ったのではなく、依然としてあるいは３カ
イリ限界の基礎をなすものとして、あるいは領海画定の根本原理として多くの学者
によって維持されていくのである。」（傍点筆者）
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含めるか。つまり、領海の設定目的（理由）や内容をめぐる争いに変化す
ることになるのである。
このように、両説の対立が本来国の安全（中立水域の
(77)
思想）を理由に着
弾距離説で一応の一致をみた領海の幅員問題が、漁業問題などで再び鋭い
意見の対立を生み、領海幅員問題を複雑にしていくので
(78)
ある。
第４節 領海３カイリの慣習法化
１ 慣習法形成の条件
以上、18世紀末より19世紀前半にかけての３カイリ主義の動きを見てき
たが、ここで19世紀における国際慣習法の形成要件について考えてみよ
う。まず注意しなければならないのは、現在の国際慣習法の２つの形成要
件のうち、法的確信（法的信念）の要件が当時欠如していたことで
(79)
ある。
この時期に積極的に動いたのは、アメリカとイギリスの２国だけであ
(80)
った。ここで、まず英米両国の実際の動き、つぎに英米以外の諸国の動き
を見てみよう。
(77) 岡、同上論文290頁は言う。「中立水域の問題として提出された限界が、そのま
ま漁業その他の目的に対する一般的領海の範囲を意味するものと考えられるように
なったのは、共通のしかも興味ある現象である。何故中立水域の言及で領海の存在
を忖度すべきやは、解釈問題としては従来国際法上許された海洋領有が、いわゆる
領海にまで縮小された形跡こそあれ、全然これを否定して、新たな特種管轄権のみ
の行使範囲に還元したる証跡を発見しないのみならず、ナポレオン戦争までの17、
そして18世紀を通じての歴史は、殆んど引き続ける海戦に彩どられるべき時代であ
ったから、主として中立水域のみが、領海の問題として言及に急であったことは理
の当然である。」
(78) たとえば、高林、前掲書（注２）125頁以下参照。
(79) 島田征夫「慣習国際法の形成と法的確信の要件」（大畑篤四郎・住吉良人編
『二十一世紀の国際法』成文堂、1986年、所収）108頁は、慣習法の形成要件として
の心理的要素である法的確信（法的信念）は19世紀末に現れたものであるとする。
したがって、19世紀の国際慣習法の議論に、法的確信の要件を云々するのは誤りで
ある。
(80) これは、一般的な理解のようである。たとえば、M. N, Shaw, International
 
Law,3?ed.,1991,p.349.
19世紀における領海の幅員問題について（島田) 63
まず、英米両国についてである。前述のとおり、高林によれば、イギリ
スの努力は失敗に
(81)
終る。岡は
(82)
言う。
?これ（３浬限界は―筆者注）、……一定数字による明確なる限界が、着
弾距離限界の漠然性と、不明確性との反動として、如何に熱烈に要望せら
れていたかを示すものであって、単に、この点のみからしても、着弾距離
説と３浬限界（若もしくは一定数字による限界）との、将来の運命に対す
る、一面の暗示を得ることが出来ると思う。が然しこの点は兎も角、３浬
限界は既にも知らるる様に、主として英・米の学説、実行に於て採用せら
れたものであるから、それに英米主義の名を冠しても、大いなる過誤では
なかろう。」
要するに、19世紀前半から中葉にかけて、領海３カイリは主に英米のみ
の主張であったという事実が存在するのである。つまり、前述の学説や国
家実行を概観して言えることは、学者も英米の人たち、国内法も英米のも
の、条約も英米が関わるものが多く、前述のとおり、３カイリ説は英米に
偏る傾向が認められることである。
つぎに、その他諸国がどう動いたかについてだが、多くの国がいわば一
貫した反対国のように英米の動きに加わらなかったので
(83)
ある。かくして、
19世紀前半における３カイリ原則の国際慣習法化は実現できなかったと結
論することができる。以下、その理由について少し考えてみよう。
まず考えるべきは、着弾距離説が諸国に納得できるものであったのか、
つまりその合理性についてである。こうした３カイリ主義の動向には、着
弾距離説の功罪も影響していると思われるので、一言しておこう。
着弾距離説の合理性は、そもそも国家主権が戦争の権利の存在、つまり
(81) 前述61頁。
(82) 岡康哉「領海論（２）」法学論叢第19巻３号、1928年３月、439-440頁。
(83) 北欧の１リーグが代表的である。たとえば、岡、同上論文44頁は、３カイリ以
外の領海を主張する国として、６カイリのスペイン、４カイリのノルウェー、スウ
ェーデン、デンマークを挙げる。
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武力によって国を守るという、19世紀までの武力至上主義あるいは武力優
先主義の思想が底流にあって初めて理解でき納得できるものである。もち
ろん、着弾距離説は、「陸地の支配は武力の尽きるところに尽
(84)
きる。」 が
基本である。この考え方は、「証明を要しない自明の理であるよ
(85)
うに」武
力の強い国や武力に自信のある国に歓迎されたのであり、かつ多くの学者
もこの説を正面より否認することがなかったようで
(86)
ある。
しかし、私はここに大きな矛盾と落し穴が潜んでいたことを見逃しては
ならないと思う。それは、この着弾距離の考え方が、1958年の大陸棚に関
する条約第１条の大陸棚の定義にいう「天然資源の開発を可能な限度ま
で」の規定の仕方に一脈相通ずるものがみとめられると思われるからであ
る。両者に共通するのは、法の適用を現実の科学の進歩という流動的なも
のに委ねた点にある。つまり、いずれも科学技術という発達途上で固定的
でないものが基準とされたのであって、かたや大砲であり、かたや海底開
発機械や技術なので
(87)
ある。立作太郎が、1925年（大正15年）に記した「弾
着距離説を採る時は弾着距離の益々延長するの傾向あるより、公海の範囲
は縮まることとな（る）」や「日進の発明と巨砲の鋳造に依り、大砲の弾
着距離が絶えず拡がりて殆んど底止する所を知らざる
(88)
……。」などの言は、
80年後の現在読んでみても、慧眼であって実に興味深いものがある。
以上より分かるのは、現実の利益が学問的合理性に優先したというこ
と、つまり沿岸国の沖合いへの主張や欲求という現実の利益を「３カイ
(84) この理論については、高林、前掲書（注２）289-292頁参照。
(85) 立作太郎「沿岸領海の範囲及び其上に行はるる国権の性質（２）」国際法外交
雑誌第25巻１号、1926年１月、67頁。
(86) 立、同上論文64頁。
(87) 立、同上論文85頁注44が、「科学の進歩は絶えず大砲の弾着距離を増加するの
である。」と述べ、実際に18世紀の終わりには３カイリ内外だった着弾距離が、19
世紀に距離が急速に伸び、1893年には20km以上、1918年には120kmに達したと
記しているのは、実に興味深い。「水深200m」と「３カイリ」が、いずれも当時の
最大値をこえていたことも、興味深い事実である。また、諸国の追随も……。
(88) 立、同上論文88頁。
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リ」という一見合理的なくびきを科すことによって制限することのむつか
しさである。
岡は、あいまいな黙示の共同容認にふれつつ、つぎのように
(89)
言う。
?抑々、国際法上、１つの原則が確立して、国際法規の一部として成立
するには、国際団体の構成員間に於ける、明示又は黙示による共同の容認
の存することを要するのであって、ここに問題とする場合を見るに、３浬
限界につき明示的な容認、即ち国際的立法条約の締結を見ないことは明か
であるから、問われうる所は、ただ、黙示の容認、即ち行動、慣行による
共同の容認の存在を見うるや否やの点である。換言すれば、慣習国際法規
の成否如何の問題である。然しながら、３浬限界につきては、左記の如く
３浬限界に対して、それが未だ発生しない以前から、終始、反対を表示し
尚固有の限界を主張し通して来た、数国が存するのであって、これら強国
を無視して、共同の容認の成立を考え得ないから、３浬限界は、未だ国際
法上慣習法規として確立しないと云わねばならないのである。」
この岡の言について注目すべきことは、領海３カイリの動きに対して、
スペインや北欧諸国など一部これに反対する国が存在したため、この時代
における領海３カイリの国際慣習法化が挫折したという事実である。
２ 領海３カイリの復活
ところが、19世紀も後半になると、注目すべき現象が起きる。つまり、
３カイリ主義の主張は、その合理性が次第に再認識され数を増し、再び一
般化をめざすのである。岡は、つぎのように解説
(90)
する。
?この様な形勢を通覧するとき、我々は、３浬限界は現今国際法上確立
したとは云い得ないのは勿論であるが、それと同時に、３浬以外の限界を
(89) 岡、前掲論文（注82）440-441頁。
(90) 岡、同上論文443頁。なお、横田も、1821年のロシアの勅令が大きな領海の最
後で、その後は３カイリが大体確立したという。横田、前掲書（注２）50-51頁。
また、立「前掲論文」（注２）18頁も参照。
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伝統として支持し来った海国は、次第に、その数を減じ又はその熱心さを
失って行くのであり、僅かに残存する、スペイン、ノルウェー、スエーデ
ン３国についても、スエーデンは、既に他強国の圧迫に遭って、漸次旧主
張をすてて３浬限界に近づこうとする傾向を示すものであり、ノルウェー
とてもその特殊限界に対する他国の服従を期待し得ないことを示し、唯一
の強硬なるスペインさえも、その海岸で、事実３浬の限界をある場合に黙
認している事情を見るとき、領海３浬の限界は、ほぼ何処に進展しようと
しているかは、……再び察知しうると思われる。」
では、何故それまで３カイリに反対していた国々が３カイリに近づく動き
を見せたのか。この点についても岡は、注目すべき考えを述べている。い
(91)
わく。
?英、米の海上勢力の優越の前に、他国は、自ら進んでかはたまた不知
不識の間にか、ぐんぐん曳きづられて、現今に立至った形勢を呈している
のであって、なおまた、英、米両国の海事に関し、其他一般国際関係に於
ける依然たる現時の優秀さの前に、３浬の限界が……今後どの様な、進展
を辿るかは、ほぼ察知することが出来るのではなかろうか。」
このように、岡は３カイリ説の有力になることを予想しているのである
が、この点について、立も同趣旨のことを
(92)
言う。
?３浬説は極めて広く行われたのである……。国際慣例より見るも、３
浬説が広く行われ、欧米の強国政府は一時皆３浬説を執り、其以外の国の
政府に至っても、若干の例外を除き、３浬説に依って居ったのである。故
に３浬の距離を以て国際法上確立せる領海の範囲として論ずることが、学
者の間にも広く行われたのである。」
まさにこれは、19世紀後半の国際社会におけるパックス・ブリタニカ
(91) 岡、同上論文440頁。
(92) 立、前掲論文（注33）131頁。これは、19世紀後半のことであって、M. M,
Whitemann(prepared and under the direction of),Digest of International Law,
Vol.4,1965,p.14も「1900年までに、当時の領海を主張しまたは認めた21か国が、
３カイリまたは１リーグを（国際）法として積極的に採用しまたは認めていた。」
とする。
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が、海上においても具現している様と言ってよい状況と思われる。換言す
れば、世界の海、すなわち公海は、沿岸海の最小の海帯を除いて、イギリ
スが、縦横無尽にその力を発揮できる場と化していたのである。そして、
３カイリ説を維持することによって、沿岸国周辺の海帯を３カイリに押さ
えることができ、それによって、それ以上の到達距離を持つ大砲を積載す
る軍艦を所有する国は、常時すべての国に対し海上より武力による圧迫を
加えうる能力を現実に誇示できるわけで
(93)
ある。
そして、この動きは、とうとう20世紀になっても止まらず、1930年のハ
ーグ国際法典編纂会議、および1958年・1960年の２回の海洋法会議に決着
が持ち越されるのである。
第３章 わが国と領海３カイリ
わが国で、「管轄権の及ぶ沿岸海域の範囲に関し……３海里の幅を公式
に明記したものとしては、1870年……の中立
(94)
宣言」があると言われる。こ
(93) この事実を証明する文献をいくつか挙げてみよう。D. R.ヘッドリク（原田勝
正・多田博一・老川慶喜訳）『帝国の手先―ヨーロッパ膨張と技術』日本経済評論
社、1989年、211-212頁は、「いろいろな帝国のなかで、もっとも稀なのが海の帝国
である。……真にグローバルな海洋覇権国家、その艦隊と商船隊が世界のすべての
海において支配的であった国は、ただの１度しか存在しなかった。それは19世紀の
イギリスである。」「海洋国家の覇権……には、優れた技術とそれを支える経済が必
要である。」「世界の船の総トン数に占めるイギリスの割合は、1840年の４分の１か
ら、1850年には42．7パーセントに上昇し、第１次世界大戦までは40パーセントから
50パーセントの間にとどまっていた。」と言う。ジャン・モリス（椋田直子訳）『パ
ックス・ブリタニカ（下巻）―大英帝国最盛期の群像』講談社、2006年、260頁も、
「『パックス・ブリタニカ』はなによりもまず、海の平和であり、……王国の安全は
海軍にかかって（いた）。」と言う。
(94) 吉井淳「領海制度の史的展開―日本の領海制度」（国際法学会［編］『日本と国
際法の100年・第３巻：海』三省堂、2001年、所収）32頁。立、前掲論文（注33）
136頁は、この中立宣言にふれ、「其際より以後３浬を以て領海の範囲と為すの我国
の主張は終始変更がなかった。」と言う。
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の事実について、２点論じたい。第１は、わが国についてこうした事例
は、それ以前になかったのか、第２に、３カイリ説の拠り所、つまりどこ
から引いたのかである。
まず第１点について、わが国が、領海問題に直面したのは、普仏戦争時
のことで、中立維持の観点からであるが、それ以前に、中立問題について
は、幕末に若干の例が見られる。それは、嘉永４年（1854年）と安政元年
（1855年）のことで
(95)
ある。その後、明治に入り、明治３年（1870年）の清仏
戦争のときに、わが国民がこの戦争に関与するのを避けるため、申達が出
されたとさ
(96)
れる。普仏戦争のときには、わが国の近海が問題となったの
で、これらと違うようである。
普仏戦争は、そもそもドイツ統一を目指すビスマルクとこれを阻もうと
するナポレオン３世の利害が衝突した戦争で、1870年から1871年にかけて
約７か月にわたって戦われた。軍備に勝るプロシャ軍は連戦連勝、ドイツ
帝国成立に途を拓いたものである。
普仏戦争の最中にドイツの極東における交易活動がたまたま日本の中立
を必要としたのである。国際社会の一員として日の浅い、したがって国際
法に習熟せず、また中立を維持するだけの軍備を持たなかった当時の日本
に、厄介な問題を惹起させた。ドイツ代理公使は、わが国に局外中立を要
請し、わが国に戦争防止義務の遵守を求めた。それは、当時日本近海で
は、フランス海軍がドイツ海軍よりはるかに優勢だったためである。わが
国は、これを受けて出したのが、明治３年７月28日の太政官布告で、「外
海之儀ハ距離
(97)
三里以内、両国交戦ニ及候儀ハ不相成」と定めたわけで
(95) 武山眞行「普仏戦争と我国の局外中立」法学新報第88巻７・８号、1981年11
月、100頁注1参照。なお、住吉良人「明治初期における国際法意識」明治大学法律
論叢第48巻２号、1975年11月、13頁は、安政５（1858）年―クリミア戦争時―日露
追加条約第26条に「局外中立」の語が見られたと言う。また、尾佐竹 猛『国際法
より観たる幕末外交物語』邦光堂、1930年、272-279頁によれば、長州再征（1866
年）、戊辰戦争（1868年）のさいにも局外中立が問題になったと言う。
(96) 下村富士男『明治維新の外交』大八洲出版、1948年、80頁。
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(98)
ある。
第２点は、３カイリの典拠についてである。明治以前は、わが国はつぎ
のような状況であ
(99)
った。
?幕末の外艦渡来に伴い……如何に狼狽したかは、到底今日より想像も
及ばぬ位である。丸っきり外国の知識が無く、夷狄禽獣と思って居った異
人が、文明の利器で遣って来て開港を迫り、２言目には国際法がと云為す
る。……必要に迫られての研究であったから我国に最初に移入せられた欧
米の法制思想は国際法であった。即ち外国奉行の処には、早くからホイー
トン、フィリモール等の著書があった。」
渡辺洪
(10)
基氏の『 仏戦争間我国局外中立ノ始末』によれば、上記布告を
起草した経緯はつぎのようなもので
(101)
ある。
?是ニ於テ余百方苦心シ此レニ従事シタレトモ身自ラ中立令ヲ起草スル
ノ学識ナク行テ先輩ノ士ニ学ハンカ邦人ニシテ国際法ノ何タルヲ解スル者
ナシ……他者ノ頼ムニ足ラサルヲ悟リ退テホイートン萬國公法和訳を繙ク
……之ヲ参考トシ余ノ感情ヲ基礎トシ局外中立ハ中立不偏ノ謂ヒナリト遂
ニ一ノ布告を起草
(102)
セリ」
このように、ホイートンの著書が参考にされたというので
(103)
ある。ホイー
(97) ?３カイリ」に修正されたのは、同年８月29日である。
(98) 下村、前掲書（注96）81頁。尾佐竹、前掲書（注95）303頁は、「これが始めて
領海の概念を明らかにしたのである。」と言う。
(99) 尾佐竹、前掲書（注95）１頁。
(10) 渡辺氏の紹介は、武山、前掲論文（注95）、101頁にあるが、高橋作衛「明治時
代ニ於ケル国際法研究ノ発達」法学協会雑誌第30巻10号、1926年、1620頁にも見ら
れる。ただし、尾佐竹、同上書302頁には見あたらない。
(101) 武山、同上論文106頁。
(102) 尾佐竹、前掲書（注95）303、318頁は、「戦争の批評はしてならん。言論も慎
むべし若し勝敗でも論ずるときは局外中立違反となると考えたのである。」などを
「滑稽なる規定を始めとして其他種々不都合な部分」があったと述べるが、「不都合
な部分」には３里も含まれるであろう。
(103) それ以外でも、高橋、前掲論文（注10）1620頁や尾佐竹、同上書302頁などに
記されている。
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トンは、アメリカの学者であるから、わが国が、こうした場合に３カイリ
説を採用した理由も分かるものである。結論的に言えば、わが国の３カイ
リ採用は、当時の欧米の状況を良く調べた上で決定したものと言うより、
応急的対策として、当時わが国で多く読まれていた書物から引くという便
宜的方法をとったためのものであることが分
(104)
かる。
結
本稿では、19世紀の国際海洋法について、主として領海３カイリの幅員
問題に絞って論じてきた。19世紀前半はまだ自然法の影響が色濃く残って
いたと言われるが、上記の問題の結論をみちびきだしたのは、自然法でも
なければ、学説でもない。実定法によるものである。つまり、実証主義の
成果であろう。
特に着弾距離説の起源、領海３カイリ説の創始者などについては、論証
に若干物足りなさが残るものの、私なりの結論を示してきた。不十分なと
ころは、今後の研究の進捗を待つほかない。
さらに、本稿でいっそう明らかになったのは、19世紀における領海３カ
イリについて、当時の強国たる英米に対してスペインや北欧諸国が一貫し
て反対を通し、一般的慣行の成立を阻んだという事実である。この点は、
大国の
(105)
動向だけではどうにもならない国際社会の普遍化の一過程と見るこ
とも可能ではなかろうか。
(104) 山本、前掲書（注68）49頁は、明治３年の政府による領海３カイリ原則の採用
について、「新たに採用したものではなく」この原則が一般国際慣習法として確立
した「事実を確認し、そのような前提に立って中立宣言を行ったにすぎないもの、
と解されてきた。」とするが、論証はなされていない。前掲注68も参照。なお、岡、
前掲論文（注21）297-298頁注25は、この中立宣言は「明らかに弾着距離と３カイ
リとを同一視して採用せるものである。」と言う。
(105) 田畑、前掲書（注１）94頁注３や95頁は、一般的慣行の成立に対して大国の果
たす役割を強調するが、これは、この時代の名残りと思われる。
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言い換えれば、これが、19世紀における自然法から実定法（実証主義）
への変遷の過程と言えるのではないかと思う。つまり、英米だけでは、い
くら頑張っても諸国がついてこない、否、反対したのである。
さらに言えば、19世紀における国際慣習法の成立には、一般的慣行、つ
まり「世界の主要な」そして多くの国々が参加することが必要なので
(106)
ある。このことは、スコチア号事件で示されたとおりである。そういった
観点から見ると、特に19世紀前半において、当時の大国・強国たる英米２
国だけではどうもがいてみても、何も起こらなかったことも頷けるもので
ある。
19世紀の初めには、英米を含む少数の列強がリードしているとされた国
際社会は、確実に一部強国の支配する社会から一般化・普遍化の方向へと
向かいつつあったと言うことができる。この事実は、ちょうど時を同じく
してヨーロッパでは国際協力、すなわち、国際社会の組織化、つまり、共
通の目的のもとでの国際機関の設立の時代が到来したことと無縁ではない
ように思わ
(107)
れる。
(106) 島田、前掲論文（注79）、104頁および115頁注48参照。
(107) O’Connell,op. cit.,supra note53,Author’s Preface参照。オコンネルによれ
ば、過去200年間、国際法体系の根本的性質に関して２つの主要な流れがあった。
１つは、道徳的秩序というグロティウスの伝統であり、他は、黙認と同意というヴ
ァッテルの伝統であったという。この２つの違いは、法的確信という共通の理論に
よって実行上は不明瞭になってきた。
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【付記】島田征夫編著『国内避難民と国際法』書評を読んで
本稿を閉じるにあたり、平成18年の『国際人権』第17号（2006年報）掲
載の「書評」につき、本稿とも関係あると思われるので、以下一言私見を
述べたい。
本稿は、先人たる何人かの国際法学者の論文につき、私の個人的な考え
を対置させ、批判的な分析を加えてある。ところで、上記「書評」も島田
征夫編『国内避難民と国際法』に対して「感想」という名の批判を加えて
いる。両者の違いは、批判的分析の正確さ如何である。本稿については、
江湖の研究者諸氏の御叱正・御批判をお願いすることにして、上記「書
評」につき、書評として正確ではないあるいは疑問の残る箇所を、同書の
編集責任者として以下数点記し、研究者諸氏の御批判を仰ぎたいと思う。
まず、上記『国際人権』が、島田征夫編著『国際避難民と国際法』（信
山社、2005年）の?書評>を掲載されたことに心から感謝の念と敬意を表
したい。私見を述べるにあたり、全体的に注意したいのは、書評である以
上、書評氏は「感想」などという中途半端な表現を使わないこと、また指
摘する箇所は、きちんと「頁」を明示して正確さを期すべきことである。
以下、問題点を列挙する。
① ?書評」159頁左側下から２行目に、国内避難民の捉え方として、「島
田は、国内避難民問題が『1990年代に突如として表れ』それまでの国際的
保護制度のどれにも属さないとしている。しかし、実際には、墓田も述べ
ているように、UNHCRが帰還民・避難民への援助との関係で1970年代
から援助を行っている。」とある。頁数の明示がないが、島田は３頁のよ
うである。しかし、私の読んだ限りでは、墓田には上のような記述はな
い。読み誤りであろう。わずかに101頁に「1970年代より機関間調整の萌
芽」の文言が見られるだけである。機関間調整はUNHCRの活動ではな
い。墓田も、何度も繰り返し次のように1990年代における国内避難民発生
を指摘する。「1990年代初頭、国連システムが手探りの状態で国内避難民
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の問題に対応し始めた……。」（97頁。ほかに、85、98、118各頁も同趣旨）。
また島田も、上記文章の直後に、「否、存在していたかもしれないが、国
際社会の眼に写らなかっただけかもしれない」と付言し（同４頁）、注も
付している（同４頁注（10）（11）など）。
また、書評氏の「それまでの国際的保護制度のどれにも属さないとして
いる。」との言は、誤解であろう。この点は、同書２-３頁にしっかり書い
てあるので、もう少し勉強することが望ましい。
こうした書評氏の粗雑な読み方は、「このような錯覚が生まれている」
とか「全体の理解において誤解が生じる危惧を感じた」などの感想につな
がるようだが、かえって書評氏の一方的な思い込みがこうした錯覚や誤解
の原因になっていると言わざるをえない。
② ?書評」159頁右側中ほどに「本書冒頭で国内避難民問題の研究は国際
法と国内法の複雑かつ交錯する状況を対象として行なわれるとしている
が、本書内ではその点についての言及はなかった。」と書いてある。冒頭
とはどこかと探したが、なかなか見つからない。漸く「はしがき」である
ことが判明した。「はしがき」とは、本書を上梓する目的や趣旨を書くも
ので、上記記述が一般論として書いてあることを書評氏が理解していない
としたら、書評としては適当ではないのではなかろうか。また、一読して
読者はお分かりのとおり、国内避難民問題は、「国際法と国内法の複雑か
つ交錯する状況」であり、本書が、それを主題にしていることは自明であ
る。実際の問題提起は、「はしがき」ではなく、「序章」に書かれているこ
とは、読者には自明であろう。
③ ?書評」159頁下から７行目の「不必要な誘導がいくつか見られる」と
はどういう意味か。同書は、共同研究の成果であり、その限りで、各論文
は相互に有機的に関連している。島田は編集代表としての責任上、各論文
を何度も読み直し、重複をなくすなど、論文の相互関係を明らかにして、
読者の便宜（たとえば、全体を通読するのではなく、１つの章しか読まない読
者のために）をはかるのは当然であって、何をもって「不必要」と言うの
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か、全く理解に苦しむ。また、１行下に「その他細かな点で疑問点があ
る」とするが、具体例を例示すべきであろう。「疑問点」という語は、読
者に誤解を与えかねないものである。具体的な事実を挙げずに、こういう
不用意な言辞を使うことは厳に慎むべきである。
筆者は、編者として同書の全部の論文を何回も読み直し見比べてから、
各執筆者に書き直しや追加をお願いしてきた以上、書評氏の一方的な思い
込みや感想は看過できない。
以上、細かく書いてきたが、それは、この小文が正確さを旨とし、「反
論」を反論たらしめて読者に受け止めてもらい、学界・学問の発展のため
に少しでも寄与することを願ってのことである。読みづらい部分は、御宥
恕を乞い願う次第である。
筆者は、この書評につきこれ以上ふれないが、このような理解をもとに
書評氏が書いた「書評論文」（国際法外交雑誌第105巻第３号）に言及するに
は及ばない。『国内避難民と国際法』を十分に読みこなしているとは思え
ないのは、筆者だけであろうか。
以上のような「書評」の掲載は、国際人権法学会機関誌『国際人権』の
価値を著しく貶めるものである。国際人権法学会執行部諸氏の注意を促し
たい。またこの間、私がこの書評に対して編集委員会に、適切な訂正ない
し反論の機会を求めたにもかかわらず、中途半端な対応に終始し、今日ま
できたことは、同学会の執行部を預かる責任者としての編集委員会の自覚
に欠けるところがあるのではなかろうか。誠に遺憾な話である。
最後に、元東京大学総長の南原繁氏の歌をそえて、擱筆する。
?はつかなる書評にしあれど現身の力かたむけ書き置かむとす」
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